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・住み続けられる街をつくるにはどうする。 

・徒歩と車。車中心の生活から変わる？ 

 

車社会との関係は？ 

住み続けられる街とは？ 

・地権者の了解。 

 

・旧むつショッピング跡地、

旧ジョルノ跡地の地元の事

業協力の確約を取付した

い。 

ある段階から 

地権者の了解を得て 

検討しよう 

住んで欲しい人 

住みたい人を考えよう！ 

必要な生活サービスを 

考えよう 

住みやすい 

環境を考えよう 

・居住負担金（家賃など）の高低別

にリストアップする。 

 

・高齢者向け、子育て世帯向け、単

身者向けなど、タイプ別にどんな

住居を提供できるか、リストアッ

プする。 

・母子、父子家庭は、どう参画する？ 

 

・コンセプト決め。高齢者と子ども

の関わり方。どんな人に住んでほ

しい？ 

 

・まちなか居住の推進 → まちな

かに住みたい人？ → どうなっ

たら住みたい？ 

 

・居住スタイルと関連のあるサー

ビス施設、機能の検討、リスト

アップ。 

・地産物販売施設。 

・食品販売店の充実（駅通り、本

町）。住宅ができても買い物する

場所が少ない。 

・本町商店街に一次産品（農業・

漁業）の直販店の開設。 

・スーパー付き住宅。 

・スポーツジム付き住宅。 

 

・防犯。街路灯の増設。 

・避難道路の整備。 

・歩道。雪道を歩きやすく。 

 

・デザインの統一。各分科会

の。 

 

・イルミネーションの活用。

代官山公園、来さまい通り

等。 

・代官山の活用。イルミネー

ション活用。防犯拠点。公

園活用。 
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魅力サービス 不足サービス 

・医療。 

・子育て世帯。 

高齢者世帯。 

・飲食店。 

・単身者。 

・転勤者。 

・飲食店。 

 

 

子育て支援サービス 

・なかよし会(小学校に間借り) 

３年生まで。 

・幼稚園。(充足) 

・保育園。(充足)18 時以降のサ

ービスが続かない。 

・託児所(民間)夜間も OK。 

       ↓ 

・学年を越え、休祝日を含め子育

てサービスする施設が必要。 

       ↓  

・公共支援が必要。 

・高齢者の不足 

   ↓ 

・客が必要。 

最初に整備する事業を決めるために、 

シュミレーションの検討が必要。 

検討タイプ パターン１ パターン 2 

開発者 
・民間が建てられる 

住宅。 

・魅力的な住宅。  

・公共の支援がある 

住宅。 

対象者 
・単身者。 

・転勤者。 

・子育て世帯。 

・元気な高齢者。 

整備 

イメージ 
・デザインハウス。 

・シェアハウス。 
・公営住宅。 

想定できる

事業主体 
・地権者。 

・不動開発事業者。 
・まちづくり会社。 

 

消費購買力のある世帯が欲しい。 

建物形態 対象  負担の可能性 事業主体 

集合賃貸

住宅 

・高齢者に限定しな

い。 

(消費力がない) 

・子育世帯。 

母子父子含む。 

(消費力がある) 

・転勤者。 

(公務員が多く、

特に単身が多い) 

 ・公住世帯。 

２～５万円/月。 

 

・公営住宅。 

(建設費補助) 

・単身で、 

５～５．５万円。 

・世帯で７万円。 

 

・一般賃貸建設

費補助。 

(家賃を下げる) 

今は市は持っ

ていない。 

 

地権者の了解を得る 

検討対象地。 

 

 

飲食店従業員 

・本町ビル(築 20 年)8F、 

 1F～2F が飲食で、3～8F が住宅。 

実態は調査しないと不明。 

 

建物が古い 

・エリア内で 2棟あり。(しかし人気無し) 
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・サ高住⇒にぎわいに繋がりにくい。 

・サ高住の登録はむつ市１件。(医療法人) 

・サ高住⇒入居者は 100％高齢者。 

・医療関係→外出も困難な高齢者。 

・福祉関係→外出できても…。サービスが必要。 

・制度はあっても事業者がいない。 

・公営住宅の方が色んな階層に住める。 

・公営住宅⇒子育て世帯も入居可能。 

・ニーズはあるか。 

⇒戸建より賃貸を好む傾向。 

・入居困難待機者。 

空きがあっても入らない団地。 

倍率が 10 倍の団地。 

・いろいろな人に入ってほしい。お金を落として。 

・コンビニの倍くらいの 60 坪にミニスーパー。 

・商業施設⇒歩いて来れる範囲・規模の施設。 

・商業施設を運営するリスクはある。 

・住宅だけではなく商業施設の組み込みを。 

・商店街が事業者になるなら、商業施設が前提。 

・1F 商業(スーパー)、2F 歯科(特定目的)、 

3F～住宅。 

・Ｔ敷地は条件が厳しい。 

・戸数も 11 戸では少ない。 

・公共施設の繋がりを考えると 

“旧大畑線”も候補地。 

・市の財政も考慮しながらアイディアを出していく。 

・なるべく実現性の高い手法を。 → 民活型。 

・商店街が出資して、まちづくり会社が 

事業主体になるパターンも。 

 

・元気な高齢者が歩いて買い物ができる。 

・現時点では提供できるサービスが少ない。 

・何もない所は歩かない。 

・他の分科会での検討状況は？ 

・図書館づくり 

→ 市の他のサービスと合わせて既存施設の活用。 

・サービスが充実すれば居住環境も向上。 

・「旧田名部駅に市の出張所」実現性は？ 

・行政にとってのメリット。⇒福祉目線が必要か!? 

・公的機能は、指定管理。(まちづくり会社でも可) 

 

・まちづくり会社が土地を買ったら 

採算が合わない。 

・市が土地を用意できるか。 

・市有地優先ではないのか 

→可能性はある。 

・市が買う、借りるなど。 

用地取得が前提。 

・おのずと規模も大きくはならない。 

・土地は賃貸。 

・更地が前提。 

 

 

 

・PFI 型借上。 

 

 

 

・運営母体をどうするか。 

⇒まちづくり会社 

 

 

 

・1F：商業、 

図書館、 

市の窓口サービスなど。 

高齢者向け住宅ではなく 
色々な人が住める公営住宅 

公営住宅のニーズは有る 

住宅に併設する機能 

商業機能 公的機能（図書館、行政サービスなど） 

敷地 

隣接敷地との連携 市が用意した土地を借りる 

事業手法、事業主体 

事業方針 

土地は市が用意して借りる 

PFI 型借上方式 

まちづくり会社が運営 

１階に商業、サービス 
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・サ高住⇒にぎわいに繋がりにくい。 

・サ高住の登録はむつ市１件。(医療法人) 

・サ高住⇒入居者は 100％高齢者。 

・医療関係→外出も困難な高齢者。 

・福祉関係→外出できても…。サービスが必要。 

・制度はあっても事業者がいない。 

・公営住宅の方が色んな階層に住める。 

・公営住宅⇒子育て世帯も入居可能。 

・ニーズはあるか。 

⇒戸建より賃貸を好む傾向。 

・入居困難待機者。 

空きがあっても入らない団地。 

倍率が 10 倍の団地。 

・いろいろな人に入ってほしい。お金を落として。 

・コンビニの倍くらいの 60 坪にミニスーパー。 

・商業施設⇒歩いて来れる範囲・規模の施設。 

・商業施設を運営するリスクはある。 

・住宅だけではなく商業施設の組み込みを。 

・商店街が事業者になるなら、商業施設が前提。 

・1F 商業(スーパー)、2F 歯科(特定目的)、 

3F～住宅。 

・Ｔ敷地は条件が厳しい。 

・戸数も 11 戸では少ない。 

・公共施設の繋がりを考えると 

“旧大畑線”も候補地。 

・市の財政も考慮しながらアイディアを出していく。 

・なるべく実現性の高い手法を。 → 民活型。 

・商店街が出資して、まちづくり会社が 

事業主体になるパターンも。 

 

・元気な高齢者が歩いて買い物ができる。 

・現時点では提供できるサービスが少ない。 

・何もない所は歩かない。 

・他の分科会での検討状況は？ 

・図書館づくり 

→ 市の他のサービスと合わせて既存施設の活用。 

・サービスが充実すれば居住環境も向上。 

・「旧田名部駅に市の出張所」実現性は？ 

・行政にとってのメリット。⇒福祉目線が必要か!? 

・公的機能は、指定管理。(まちづくり会社でも可) 

 

・まちづくり会社が土地を買ったら 

採算が合わない。 

・市が土地を用意できるか。 

・市有地優先ではないのか 

→可能性はある。 

・市が買う、借りるなど。 

用地取得が前提。 

・おのずと規模も大きくはならない。 

・土地は賃貸。 

・更地が前提。 

・木造で戸当たり (10 ～ 15

戸)2,000 ㎡～3,000 ㎡ 

・候補地は７ヶ所。 

 

 

・PFI 型借上。 

・住宅づくりに特定したまちづく

り会社。 

 

 

・運営母体をどうするか。 

⇒まちづくり会社? 

 

 

・1F：商業、図書館、市の窓口

サービスなど。 
・当面、図書館併設ははずす。 
・商業施設とまちづくり会社を切
り離してのやり方も有り。 

       
 
・商業施設の場合は商業者が直接
土地をかりて新設。 

 

高齢者向け住宅ではなく 
色々な人が住める公営住宅 

公営住宅のニーズは有る 

住宅に併設する機能 

商業機能 公的機能（図書館、行政サービスなど） 

敷地 

隣接敷地との連携 市が用意した土地を借りる 

事業手法、事業主体 事業方針 

土地は市が用意して借りる 

PFI 型借上方式 

まちづくり会社が運営 

１階に商業・サービス 

・市の高齢者福祉計画の期間は H24～26。 
・現段階では判断できない。 
・市公住長寿命化計画(H27 年に見直し) 

・2～3％の配当が
あれば出資が出て
くるのでは。 

◎シルバーハウジング公営住
宅。 
・巡回型。 
・生活相談員。 
・高齢者に配慮した設備。 

 
◎一般型公営住宅。 
・1 階 単身高齢者用は必

要。 
・2 階 住んでほしい人型。 

     (子育て世代など) 

・複数の民活型で提
案してほしい。 

・可能性としては有。

り。 

・Ｈ25 基本計画 
→ 基本構想の場合は 1 年繰上。 

・Ｈ26～27 事業者・用地選定。 
・Ｈ27～28 事業着手 

スケジュール 



 

 

 


